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表紙

連結注記表及び個別注記表につきましては、法令及

び当社定款の規定に基づき、書面交付請求をいただ

いた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事

項記載書面）への記載を省略しております。

第121期
定時株主総会招集ご通知

（交付書面に記載しない事項）

連　結　注　記　表
個　別　注　記　表

（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
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連結注記表

連　結　注　記　表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

・連結子会社の数 12社

・国内子会社の名称 株式会社協和電機製作所

上月電装株式会社

株式会社帝伸製作所

株式会社平福電機製作所

・在外子会社の名称 TEIKOKU USA INC.

大連帝国キャンドモータポンプ有限公司

大連大帝キャンドモータポンプ修理有限公司

台湾帝国ポンプ股份有限公司

TEIKOKU SOUTH ASIA PTE LTD.

TEIKOKU ELECTRIC GmbH

TEIKOKU KOREA CO.,LTD.

HYDRODYNE TEIKOKU(INDIA) PVT. LTD.

(2) 持分法の適用に関する事項

　持分法適用対象会社はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、HYDRODYNE TEIKOKU(INDIA) PVT. LTD.社を除く在外子会社７社の事業

年度末日は12月31日でありますが、連結会計年度末日との差異が３か月を超えていないた

め、連結に際しては当該事業年度末日の計算書類を使用し、かつ連結会計年度末日との間に

発生した重要な取引については連結上必要な調整を行っております。

－ 1 －
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建物及び構築物 15年～50年

機械装置及び運搬具 10年～12年

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券（その他有価証券）

・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。

・市場価格のない株式等

主として移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．棚卸資産

・当社及び国内子会社

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）を採用しております。

・在外子会社

主として先入先出法による低価法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

・当社及び国内子会社

定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用して

おります。

・在外子会社

　　定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

・ソフトウェア

　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

ハ．リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

ニ．長期前払費用

定額法

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

ロ．製品保証引当金

製品のアフターサービス費用の支出に備えるため、過年度実績率に基づいて算定した

金額を計上しております。

－ 2 －
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ハ．賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。

④　収益及び費用の計上基準

　　当社グループは、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識するため、下記の５ステッ

プを適用して、収益を認識しております。

　　　ステップ１：顧客との契約を識別する。

　　　ステップ２：契約における履行義務を識別する。

　　　ステップ３：取引価格を算定する。

　　　ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。

　　　ステップ５：企業が履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識す

る。

　　ポンプ事業においては、主にキャンドモータポンプの製造、販売を行っており、顧客

との販売契約に基づいて製品を引き渡す義務を負っております。これらの製品の販売に

ついては、主として顧客が当該製品に対する支配を獲得したと認められる時点が契約の

履行義務の充足時期であり、当該製品の出荷、検収や貿易上の諸条件に基づき売上収益

を認識しております。また、ポンプ事業の一部の製品は顧客から指定される特殊な仕様

に基づき生産しているため、一定の期間にわたり履行される義務であると判断し、履行

義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を認識しております。

　　電子部品事業においては、主に自動車用電装品の製造、販売を行っており、顧客との

販売契約に基づいて製品を引き渡す義務を負っております。これらの製品の販売につい

ては、主として顧客が当該製品に対する支配を獲得したと認められる時点が契約の履行

義務の充足時期であり、当該製品の出荷に基づき売上収益を認識しております。

　　なお、取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要

素は含まれておりません。

⑤　退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理しております。

⑥　重要な外貨建ての資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

なお、在外子会社の資産及び負債は、当該子会社の事業年度末日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

－ 3 －
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２．会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28

日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しておりま

す。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年

改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指

針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。これに

よる連結計算書類に与える影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる

場合の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指

針を当連結会計年度の期首から適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、

前連結会計年度については遡及適用後の連結計算書類となっております。これによる前連結

会計年度の連結計算書類に与える影響はありません。

－ 4 －
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（単位：千円）

報告セグメント
その他 合計

ポンプ事業 電子部品事業 計

売上高

　日本 8,964,694 1,004,191 9,968,886 252,901 10,221,788

　欧米 8,049,082 － 8,049,082 － 8,049,082

　アジア 12,275,416 － 12,275,416 － 12,275,416

顧客との契約から生
じる収益

29,289,194 1,004,191 30,293,385 252,901 30,546,287

外部顧客への売上高 29,289,194 1,004,191 30,293,385 252,901 30,546,287

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 29,289,194 1,004,191 30,293,385 252,901 30,546,287

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 　　　　　　　　　　 12,395,233千円

（注）減価償却累計額には、減損損失累計額を含めております。

(3) 電子記録債権譲渡高 1,073,609千円

(4) 「受取手形、売掛金及び契約資産」のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の

金額は、それぞれ以下のとおりであります。

　　受取手形 　 82,039千円

　　売掛金 8,823,802千円

　　契約資産 　453,356千円

(5) 「流動負債」の「その他」のうち、契約負債の金額は、以下のとおりであります。

　　契約負債 1,800,835千円

３．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　　　「連結注記表　１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記(4) 

会計方針に関する事項　④収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

　　　残存履行義務に配分した取引価格は、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な

契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産　　　　　　　　　　　　該当事項はありません。

－ 5 －
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株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 18,480,038株 －株 1,600,000株 16,880,038株

イ．2024年６月26日開催の第120期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 809,744千円

・１株当たり配当額 46円

・基準日 2024年３月31日

・効力発生日 2024年６月27日

ロ．2024年11月11日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 721,975千円

・１株当たり配当額 41円

・基準日 2024年９月30日

・効力発生日 2024年12月３日

2025年６月26日開催予定の第121期定時株主総会において次のとおり付議いたしま

す。

・配当金の総額 1,146,025千円

・１株当たり配当額 69円

・基準日 2025年３月31日

・効力発生日 2025年６月27日

５．連結損益計算書に関する注記

関係会社整理損は、連結子会社である株式会社平福電機製作所の事業停止に伴い発生した

損失であり、その内訳は、同社の従業員に対する転進支援制度の中で同社が要求する期日

（2024年12月31日）までの継続勤務を条件とした割増退職金460,231千円及び転進支援サー

ビス費用89,500千円並びにその他費用60,929千円です。

なお、事業停止に伴う固定資産の売却益（機械装置及び運搬具等）137,692千円を控除し

て表示しております。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

（注）発行済株式の総数の減少は、取締役会の決議に基づく自己株式の消却1,600,000株による

減少分であります。

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

なお、配当原資は利益剰余金とすることを予定しております。

(3) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

－ 6 －
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連結貸借対照表
計上額

時価 差額

投資有価証券（※） 1,143,999 1,143,999     －

７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、必要な資金については、自己資金を充当しており、銀行借入等の外部

からの資金調達は、現在行っておりません。なお、一部の短期的な運転資金は銀行借入等

により調達する方針としております。また、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用

しております。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されてお

りますが、売掛債権管理規定に沿ってリスク低減を図っております。グローバルに事業を

展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されてお

りますが、同じ外貨建ての営業債務と相殺することや、外貨建て資産が過度に増え過ぎな

いよう保有する外貨建て資産を市場動向に注視しながら適宜円に転換していくことによ

り、リスクの低減を図っております。

また、投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動

リスクに晒されておりますが、上場株式については定期的に時価や発行体（取引先企業）

の財務状況を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しておりま

す。

営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、ほとんどが１年以内の支払期日

であります。また、その一部には外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されてお

りますが、恒常的に同じ外貨建ての売掛金残高の範囲内にあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　　2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、電子記

録債権、支払手形及び買掛金、電子記録債務、１年内返済予定の長期借入金、未払法人税等

については、短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから記載

を省略しております。

(単位：千円)

（※）市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額3,727千円）は、「投資有価証券」に

は含めておりません。

－ 7 －
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（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

株式 1,143,999 － － 1,143,999

１株当たり純資産額 1,971円14銭

１株当たり当期純利益 219円27銭

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。

　　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に

より算定した時価

　　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット

以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

　　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。

　　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引され

ているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

８．１株当たり情報に関する注記

９．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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建物 15年～50年

機械及び装置 12年

個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式

移動平均法による原価法

②　その他有価証券

イ．市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。

ロ．市場価格のない株式等

主として移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）を採用しております。

(3) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用してお

ります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウェア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④　長期前払費用

定額法

(4) 外貨建ての資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。
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(5) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

②　製品保証引当金

製品のアフターサービス費用の支出に備えるため、過年度実績率に基づいて算定した金

額を計上しております。

③　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。

④　退職給付引当金

従業員の退職給付の支出に充てるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づいて計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。

なお、過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により、費用処理しております。

また、数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしております。

(6) 収益及び費用の計上基準

　　当社は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービス

と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識するため、下記の５ステップを適用し

て、収益を認識しております。

　　　ステップ１：顧客との契約を識別する。

　　　ステップ２：契約における履行義務を識別する。

　　　ステップ３：取引価格を算定する。

　　　ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。

　　　ステップ５：企業が履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識

する。

　　ポンプ事業においては、主にキャンドモータポンプの製造、販売を行っており、顧客と

の販売契約に基づいて製品を引き渡す義務を負っております。これらの製品の販売につい

ては、主として顧客が当該製品に対する支配を獲得したと認められる時点が契約の履行義

務の充足時期であり、当該製品の出荷や貿易上の諸条件に基づき売上収益を認識しており

ます。また、ポンプ事業の一部の製品は顧客から指定される特殊な仕様に基づき生産して

いるため、一定の期間にわたり履行される義務であると判断し、履行義務の充足に係る進

捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を認識しております。

　　なお、取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素

は含まれておりません。

(7) その他計算書類作成のための基本となる事項

　　退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理

の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

－ 10 －



2025/05/24 11:08:56 / 24182427_株式会社帝国電機製作所_招集通知

個別注記表

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 6,588,041千円

TEIKOKU ELECTRIC GmbH

HYDRODYNE TEIKOKU(INDIA) PVT. LTD.

75,506千円

174,780千円

①　短期金銭債権 2,256,880千円

②　短期金銭債務 352,069千円

①　売上高 4,212,118千円

②　売上原価 2,247,583千円

③　販売費及び一般管理費 34,365千円

④　営業取引以外の取引高 2,671,529千円

２．会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28

日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書き

に定める経過的な取扱いに従っております。これによる計算書類に与える影響はありませ

ん。

３．収益認識に関する注記

　　（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

　　　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　３．収

益認識に関する注記」及び「個別注記表　１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 (6) 

収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

４．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産　　　　　　　　　　　 該当事項はありません。

(3) 偶発債務

　子会社の取引先への契約履行保証等

(4) 関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示したものを除く）

５．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

(2) 関係会社整理損

関係会社整理損は、連結子会社である株式会社平福電機製作所の事業停止に伴う転進支援

サービス費用89,500千円及び当該連結子会社への債権に対する貸倒引当金の繰入120,000千

円であります。
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株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 876,889株 1,000,291株 1,606,200株 270,980株

６．株主資本等変動計算書に関する注記

    自己株式の数に関する事項

（注）１．自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得1,000,000株、取締

役会の決議に基づく従業員持株会向け譲渡制限付株式インセンティブの退職に伴う無

償取得225株、単元未満株式の買取り66株によるものであります。

２．自己株式の数の減少は、取締役会の決議に基づく譲渡制限付株式報酬としての自己株

式の処分6,200株、取締役会の決議に基づく自己株式の消却1,600,000株によるもので

あります。
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棚卸資産 55,451千円

貸倒引当金 39,168千円

賞与引当金 125,070千円

未払事業税 37,638千円

退職給付引当金 291,545千円

ゴルフ会員権 5,389千円

関係会社株式 76,683千円

減損損失 41,174千円

その他 46,217千円

繰延税金資産小計 718,339千円

評価性引当額 △125,389千円

繰延税金資産合計 592,950千円

固定資産圧縮積立金 △62,905千円

その他有価証券評価差額金 △306,652千円

その他 △48,712千円

繰延税金負債合計 △418,269千円

繰延税金資産の純額 174,680千円

法定実効税率 30.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △14.7％

税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 △0.1％

海外配当源泉税 4.3％

税額控除 △0.1％

その他 0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 20.8％

７．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債発生の主な原因別内訳

繰延税金資産

繰延税金負債

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

(3) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第13号）」が2025年３月31日に国会で

成立したことに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課

税が行われることになりました。

これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る

繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し、計

算しております。なお、この税率変更による影響は軽微です。
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種 類 会社等の名称 資 本 金
事 業 の
内 容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者との
関 係

取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )

子会社
TEIKOKU
USA INC.

 5,800
千米ドル

キャンド
モータポ
ンプの製
造販売及
び 修 理
サービス

直接
100

役員の兼任
当社製品の販売

当社からの
製 品 販 売
（ 注 ） １

2,303,870 売 掛 金 968,693

子会社
TEIKOKU 
SOUTH ASIA 
PTE LTD.

 142
千シン
ガポー
ルドル

キャンド
モータポ
ンプの販
売及び修
理サービ

ス

直接
100

役員の兼任
当社製品の販売

当社からの
製 品 販 売
（ 注 ） １

1,012,151 売 掛 金 542,368

子会社
株式会社
平福電機
製作所

20,000
千円

自動車用
電装品、
産業機器
用基板の
製造

直接
100

役員の兼任

資金の貸付

利息の受取

（ 注 ） ２

3,010
関係会社
短期貸付金

1,000,000

１株当たり純資産額 1,221円29銭

１株当たり当期純利益 237円71銭

８．関連当事者との取引に関する注記

・子会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．取引条件については、一般取引先と同様の取引を勘案して決定しております。

２．市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担保は受け入れており

ません。

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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